
政
経
研
究

　第
六
十
一
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
一
八

選挙前連合と政党間競合

浅　井　直　哉

1 　問題の所在

本稿の目的は、選挙前連合（Pre-Electoral Coalition: PECs）を政党間

相互作用を示す側面の一つとして位置づけ、選挙前連合と政党間競合

とのかかわりについて論じることにある（ 1 ）。本稿の主たる問題関心は、

政党の協同と競合との間にどのようなかかわりがみられるのかという

点に向けられる。選挙前連合とは、複数の政党が単独で公職の獲得を

目指すのではなく、選挙において協力的な戦略を採用する事例につい

て示すものである（Golder 2006）。レズニック（Danielle Resnick）は、

「①大統領選挙または議会選挙のいずれかの目的のために、二つ以上の

政党が一つの旗じるしのもとに合同すること、または、②政党がそれ

ぞれの旗じるしのもとで競合するが、同じ議席をめぐって連合パート

ナーと競合しないことに合意する交渉を通じた協定」（Resnick 2011: 

736）と定義している。選挙前連合は、複数政党が選挙の際に協同する

現象を示しており、政党間相互作用の一つの側面である。

選挙前連合は、そもそも互いに競合する政党が選挙に際して形成す

る協力関係である。政党間の協同と競合が異なる現象であるとしても、

選挙前連合と政党間競合との間には直接的なかかわりがあり、そこに

は共通点がみられる。政党は、競合のために他党と協同するのであり、

選挙前連合は、選挙を介して政党間の協同と競合とを結びつけている。
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このように考えると、選挙前連合が政党間の競合に何らかの影響を与

えたり、競合の在り方が協同の在り方を左右したりする関係を想定で

きる。政党間競合がみられるからこそ選挙前連合が形成されるのであ

り、選挙前連合は、政党間競合から生まれる「相互作用のシステム」

である。

本稿は、選挙前連合と政党間競合とのかかわりに焦点を絞り、選挙

前連合を政党間相互作用の一つとして捉えるとどのような論点や分析

視角を導き出すことができるのか、政党間競合の特徴が選挙前連合に

違いをもたらすのかなどの点を論じる。本稿の行論は以下のように進

められる。次節では、選挙前連合そのものに目を向けて、連合政権と

の重なりや違い、選挙前連合に注目する際の主たる論点を整理する。

政党が連合を形成するという点において、連合政権の見方を選挙にお

ける政党連合に適用することができる。しかし、政権における連合と

選挙における連合との間には、各党の議席数が確定しているか否かと

いう点に違いがある。政党が連合政権を形成する動機と選挙前連合を

形成する動機には共通点があるとしても、選挙前連合は議席数が定

まっていない時点での政党連合を示すものであり、連合政権のモデル

を選挙前連合に適用することはできない。

続く第 3 節では、選挙前連合と政党間競合との結びつきに注目し、

メア（Peter Mair）が提示した政党間競合の構造をとり上げる。ここで

は、選挙前連合の分析視角として政党間競合の構造を援用できる点に

ついて示すとともに、閉鎖的なシステムと開放的なシステムにおいて、

政党間の協同と競合をどのように位置づけることができるのかを整理

する。最後に、本稿の知見と今後の展望を論じる。

2 　選挙前連合の分析視角

⑴　連合政権と選挙前連合

連合政権と選挙前連合は、政党同士の協同がみられるという点で類
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似した政治現象である。二つの現象の共通点に着目し、政党が連合政

権を形成する動機にもとづいて、政党が選挙に際して協力関係を構築

する動機を考えることができる。政党が連合政権を形成する要因につ

いては、まず、議会で多数派を得て政権を獲得するため、次に、政策

の実現可能性を高めるためという二つの見方がある。前者は「政権追

求」モデルによる説明であり、連合政権を構成する政党が議席数や政

党数において最小（最少）規模を求める点に着目する（Riker 1962; 

Leiserson 1970）。後者は、イデオロギーにおいて隣接する政党が連合す

るという見方から「政策追求」モデルを提示する。政党が政策の実現

を重視するとき、各党は、パートナーとなる他党との政策範囲を最小

化しようとする（Müller and Strøm 1990）（ 2 ）。

まず、連合政権という点から政党の選挙協力について考えると、政

党は、政権を得るために他党と連携し、選挙前連合の目的が政権獲得

に向けられていると理解できる。政党連合の具体的な目標は多数派の

獲得にあり、各党は、連合として一つでも多くの議席を獲得しようと

する。複数の政党が自由競合を繰り広げる状況において、政党は、本

質的に得票の最大化を目指すものとされる（Downs 19５7; Müller and 

Strøm 1990）。政党連合が政権獲得を目的とする場合に、連合にとって

の合理的な手段は、各党の得票の最大化よりも、連合での議席の最大

化である。

実際に、選挙制度やキャンペーン活動のコストの影響により、得票

の最大化が議席の最大化をもたらすとは限らない。たとえば、多数代

表制が採用されている場合に、得票数と議席数とは必ずしも比例しな

い。政党連合は、同じ議席を争わないことについて連合パートナーと

合意しており、自党の議席よりもパートナーの議席を優先することが

ある。選挙前連合とは、各党が票を融通しあうことによって互いの議

席を最大化しようとする試みである。政党は、連合を通じて、単独で

獲得する票および議席という、いわば「私的財」を連合での票および

議席という「公共財」に転化する（Carroll and Cox 2007）。
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政策追求について、各党は、選挙の時点で一定の協力関係を構築し

ておくことにより、選挙後における政策の方向性を見通すことができ

るようになる。ガムソン（William A. Gamson）によると、連合政権の閣

僚ポストは各党の議席数に応じて配分されるという（Gamson 1961）。閣

僚ポストと各党の議席数との間の比例性は、選挙後の交渉を経てから

発足する政権よりも、選挙前連合にもとづく政権の方が高い（Carroll 

and Cox 2007）。選挙前連合を形成する各党は、政権獲得後のポスト配分

についても合意しているものと考えられる。

⑵　連合政権との相違

選挙前連合と連合政権との間には、次の二つの違いが存在する。第

一に、各党の議席数が確定しているか否かという点である。政権をめ

ぐる連合交渉が議席数の確定後に行われるのに対し、選挙前連合につ

いての交渉は、議席数が未確定のまま、獲得議席の見込みをもとに実

施される。各党がポスト配分について合意していたとしても、選挙前

連合が実際に多数派を獲得できるとはいえない。選挙前連合が意味す

るのは選挙協力であり、必ずしも政権の獲得ばかりではない。選挙前

連合がみられるのは政権の次元ではなく選挙の次元である。それゆえ、

選挙前連合の見方について、連合政権の一部とするよりも連合政治に

おける一つの側面とする方が有効である。

二つ目に挙げることができるのは、連合政権のモデルを適用できな

い点である。一点目と関連し、選挙前連合の形成時には、各党の議席

数が定まっておらず、選挙時の連合に適用することはできない。たと

えば、連合政権のタイプとして、最小勝利内閣、過大規模内閣、過小

規模（少数派）内閣の三つを挙げることができる（Dodd 1976; 岡沢 1988; 

1997）。最小勝利内閣を構成する政党は、政権を獲得するために必要な

最低限度の議席を確保しようとするのであり、現実的に過半数の獲得

を求める。過大規模内閣では、勢力という点で不要な政党が含まれ、

過半数を上回る規模の政権が形成される。過小規模（少数派）内閣は、
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政権を担う各党の議席数が過半数を下回っており、勢力という点で必

要な政党を含まない。いずれのタイプにおいても、各党の議席数に目

を向ける必要がある。しかし、選挙前連合は、議席を増すための試み

であり、どのような組み合わせが過半数を獲得できるのかについて確

かな情報をもたない。

連合をめぐる不確実性は、組閣が遅延する要因の一つとして位置づ

けられる（新川 2020）。ヨーロッパでは、特に2000年代以降の時期にお

いて政権の発足までに時間を要する傾向が高まっているという（Bäck 

et al. 202４）（ 3 ）。連合交渉の行き詰まりや組閣の遅延をもたらす要因に

は、選好の不確実性、合意（commitment）問題、交渉の複雑性が挙げら

れる。選挙前連合には、事前の交渉を通じてそれらの要因を解消し、

交渉期間の短期化を導く可能性が指摘されている（Bäck et al. 202４）（ ４ ）。

政党は、連合を形成する過程で互いの選好を事前に確認し、政策の方

向性や決定過程の在り方について合意しておくことができる。選挙前

連合は、議席数に関する不確実性を受容しながら、他党との交渉に伴

う不確実性を緩和できる。

⑶　政党連合のパターン

議席数以外の不確定要素を挙げることもできる。まず、議席数が確

定していないのであるから、当然のことながら一つの選挙前連合によ

る多数派の形成は確かなものではない。また、一つの選挙前連合が多

数派を獲得したとき、当該の政党連合にもとづく政権が発足する可能

性は絶対的ではない。あるいは、二つ以上の選挙前連合がみられる場

合も想定できる。次回の選挙までに新たな連合が形成されることもあ

る。

政党間協力は、後の時点での政党間協力を規定せず、選挙前連合は、

選挙後の協力関係を拘束しない。選挙での連合がみられたとき、政権

での連合が形成されるとは限らないし、連合政権を形成しても、選挙

では協同しないという関係が存在しうる。政党間の協力関係について
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は、一時的な結びつきと継続的な結びつきとを区別することができる

（Duverger 19５1=1970）（ ５ ）。

また、政党間の関係は、政治過程の段階ごとに区別することもでき

る。政党間の協同は、選挙、議会、内閣の三つの側面においてみられ

る（Duverger 19５1=1970; 岩崎 2020）。選挙の側面では、候補者調整や選挙

運動の相互支援などを通じて複数の政党が選挙協力を実施する。議会

の側面では、会派の形成や法案をめぐる一連の過程において、各党が

協調的な行動をとる。内閣での連合が連合政権を意味し、複数の政党

が一つの政権を構成する。「これらはいずれも相互に関連しており、い

ずれか一つの側面で連立を組んだとしても、結果的に他の側面の連立

に関連し、一連の政治過程に影響を及ぼすことになる（岩崎 2020: 1４５）」。

一時的か継続的かという見方と政治過程における三つの側面とを結

びつけて考えると、政党間の連合パターンについて、図 1 のように整

理することができる。たとえば、選挙、議会、内閣のいずれの側面に

おいても連合がみられるとき、それらの政党は、時系列的にも政治過

程の諸段階においても連合関係を維持している。継続的な選挙協力を

行いながら、議会および内閣での連合を形成しないという場合に、政

治過程にもとづく区分では選挙に限定された連合となる。選挙協力の

定着は、定期的な協力関係が築かれていることを意味し、継続的な協

力関係の存在を示す。政党間の協同がどのパターンを示しているのか

については、一連の政治過程に目を向けて、文脈的に判断することが

求められる。

選挙 議会 内閣
一時的
継続的

図 １　政党連合のパターン
筆者作成。

政治過程における各段階での連合、すなわち三つの側面の間にはど

）
一
一
三
（

54



政
経
研
究

　第
六
十
一
巻
第
一
・
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
一
二

のような関係がみられるのか。まず、選挙の側面における連合が存在

するとき、議会における連合も内閣における連合も確実なものではな

い。選挙での連合は議会および内閣の連合を拘束せず、常に解消の可

能性を伴っている。同じように、議会での連合が選挙および内閣での

連合と連動するとは限らない。

連合政権を構成する各党は、議会においても協同した行動をとる可

能性が高い。同じ会派を結成するのか、法案をめぐる過程で協同する

のかなどの点で具体的なかたちに違いがみられるとしても、内閣で連

合する政党は、議会においても協力関係を結ぶ。それに対し、内閣の

連合と選挙での連合とは必ずしも一致しない。各党は選挙の時点で競

合する関係に置かれていたのであり、次回の選挙において再び競合す

ることもある。政党の連合に関する三つの側面は、他の側面における

協力関係を導くものではなく、内閣の側面と議会の側面との連動は例

外的な位置づけである。その点に注目し、内閣の連合に議会の連合を

含めると、政党間の連合のかかわりについては図 2 のように整理する

ことができる。

選挙
連合あり 連合なし

内閣（および議会）
連合あり
連合なし

図 ２　政権党の連合形成
筆者作成。

図 2 は、選挙前連合と連合政権との関係を示しているが、政党間協

力は政権党だけにみられる現象ではない。連合政権を前提とする限り、

政権党だけが議論の対象となり、反対党による連携を捉えることがで

きない。反対党が選挙や議会の次元で協同することもあり（ 6 ）、政党間

相互作用という見方において、反対党の連合を無視することはできな

い。当然のことながら、反対党による協同は、内閣の側面を除く選挙
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は、一時的な結びつきと継続的な結びつきとを区別することができる

（Duverger 19５1=1970）（ ５ ）。

また、政党間の関係は、政治過程の段階ごとに区別することもでき

る。政党間の協同は、選挙、議会、内閣の三つの側面においてみられ

る（Duverger 19５1=1970; 岩崎 2020）。選挙の側面では、候補者調整や選挙

運動の相互支援などを通じて複数の政党が選挙協力を実施する。議会

の側面では、会派の形成や法案をめぐる一連の過程において、各党が

協調的な行動をとる。内閣での連合が連合政権を意味し、複数の政党

が一つの政権を構成する。「これらはいずれも相互に関連しており、い

ずれか一つの側面で連立を組んだとしても、結果的に他の側面の連立

に関連し、一連の政治過程に影響を及ぼすことになる（岩崎 2020: 1４５）」。

一時的か継続的かという見方と政治過程における三つの側面とを結

びつけて考えると、政党間の連合パターンについて、図 1 のように整

理することができる。たとえば、選挙、議会、内閣のいずれの側面に

おいても連合がみられるとき、それらの政党は、時系列的にも政治過

程の諸段階においても連合関係を維持している。継続的な選挙協力を

行いながら、議会および内閣での連合を形成しないという場合に、政

治過程にもとづく区分では選挙に限定された連合となる。選挙協力の

定着は、定期的な協力関係が築かれていることを意味し、継続的な協

力関係の存在を示す。政党間の協同がどのパターンを示しているのか

については、一連の政治過程に目を向けて、文脈的に判断することが

求められる。

選挙 議会 内閣
一時的
継続的

図 １　政党連合のパターン
筆者作成。

政治過程における各段階での連合、すなわち三つの側面の間にはど
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の側面と議会の側面との二つの領域に限定される。それらの点をふま

えると、反対党による協同を図 3 のように示すことができる。

選挙
連合あり 連合なし

議会
連合あり
連合なし

図 ３　反対党の連合形成
筆者作成。

連合政権をとり上げる限りにおいて、反対党における政党間の連合

は対象とならない。政党間の協同を考えるためには、反対党の連合に

も目を向ける必要がある。政権党は自らの立場を保持するために、反

対党は、政権交代を目指しながら議席数を最大化するために、それぞ

れの立場において選挙前連合を形成する。選挙前連合に注目すること

は、連合政治における新たな知見を導き出すために有効な視角となる。

⑷　選挙前連合の形成

自党の議席数、連合としての議席数、さらには政権獲得可能性など

の不確定要素が存在するにもかかわらず、政党が選挙前連合を形成す

るのにはどのような理由があると考えられるのか。これまでの議論を

もとにすると、次の二つを挙げることができる。一つ目は、遅延問題

に関するものとして、連合交渉の過程で生じるコストの解消を挙げる

ことができる。各党は、事前に協議を進めておくことにより、他党と

の交渉をスムーズに実施できるとともに、一連の交渉過程において主

導権を握ることができる。

二つ目は、議席数の確保ないし増加である。政党は、得票よりも議

席の最大化を求めるからこそ、選挙前連合を有効な戦略としてみなし

ている。選挙制度の比例性は欠かすことのできない論点となる。相対

多数制では、得票順位が 1 位の候補者を当選とし、 2 位以下の候補者
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に投じられた票は死票となる。小選挙区制においては、得票に対して

過大な議席が与えられるため、より規模の大きな政党に有利に作用し、

小規模政党にとって不利に作用する。

ある選挙区においてＡ、Ｂ、Ｃ三つの政党が存在し、それぞれが擁

立した候補者の得票率を４0％、30％、30％とする状況を想定する。相

対多数の小選挙区制においては、Ａ党が議席を獲得し、Ｂ、Ｃの両党

は敗北する。このとき、Ｂ党とＣ党がいずれか一方の候補者を取り下

げるなどして選挙協力を行うと、Ａ党とＢ、Ｃ党連合との競合がみら

れることとなり、Ａ党の候補者は落選する可能性が高まる。比例性の

低い選挙制度は、選挙前連合の形成を促すとされる（Strøm et al. 199４; 

Shepsle and Bonchek 1997; Golder 200５）。

ここで重要なことは、三つ以上の政党が存在するときにしか選挙前

連合が形成されないという点である。二党制においては、いずれの政

党も単独で政権を担うことができるのであり、常に政権交代の可能性

が伴う。議会制民主主義が作動している限り、二党制を形成する二つ

の政党が選挙前連合を組むことは想定されず、比例性の低い選挙制度

がただちに選挙前連合の形成を促進するのではない。政党は、自党を

含めた三党以上が存在するとき、連合形成の動機を有する。実際に、

有効政党数が2.7を超えるとき、選挙前連合が形成されやすくなるとい

う（Golder 200５）。

比例代表制における選挙前連合については、政権の獲得を前提とし

た協力関係となる。ヨーロッパにおける比例代表制では、連合政権を

形 成 す る 政 党 の 組 み 合 わ せ に 不 確 実 性 が 伴 う。 ゴ ル ダ ー（Sona 

Nadenichek Golder）の指摘にもみられるように、各党が選挙前連合を形

成することは、政権を構成する政党の組み合わせを公開することにつ

ながり、有権者の投票行動に影響を与える（Golder 200５）。アイルラン

ドでは、連合政権が常態化し、政党の組み合わせが争点の一つとして

とり上げられるようになったことによって、選挙前連合の文化が醸成

されることとなった（Debus 2007）。
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の側面と議会の側面との二つの領域に限定される。それらの点をふま

えると、反対党による協同を図 3 のように示すことができる。

選挙
連合あり 連合なし

議会
連合あり
連合なし

図 ３　反対党の連合形成
筆者作成。

連合政権をとり上げる限りにおいて、反対党における政党間の連合

は対象とならない。政党間の協同を考えるためには、反対党の連合に

も目を向ける必要がある。政権党は自らの立場を保持するために、反

対党は、政権交代を目指しながら議席数を最大化するために、それぞ

れの立場において選挙前連合を形成する。選挙前連合に注目すること

は、連合政治における新たな知見を導き出すために有効な視角となる。

⑷　選挙前連合の形成

自党の議席数、連合としての議席数、さらには政権獲得可能性など

の不確定要素が存在するにもかかわらず、政党が選挙前連合を形成す

るのにはどのような理由があると考えられるのか。これまでの議論を

もとにすると、次の二つを挙げることができる。一つ目は、遅延問題

に関するものとして、連合交渉の過程で生じるコストの解消を挙げる

ことができる。各党は、事前に協議を進めておくことにより、他党と

の交渉をスムーズに実施できるとともに、一連の交渉過程において主

導権を握ることができる。

二つ目は、議席数の確保ないし増加である。政党は、得票よりも議

席の最大化を求めるからこそ、選挙前連合を有効な戦略としてみなし

ている。選挙制度の比例性は欠かすことのできない論点となる。相対

多数制では、得票順位が 1 位の候補者を当選とし、 2 位以下の候補者
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3 　政党間競合の構造と選挙前連合

選挙前連合は、三つ以上の政党が競合する状況でみられる政党間相

互作用である。多党制において、比例性の低い選挙制度が採用されて

いるとき、政党は、選挙連合の形成に関する動機を有する。各党は、

個別に競合して共倒れになることを避けるからである。もっとも、比

例性の低い選挙制度が多党制において必ず政党の連合形成を促進する

のではない。政党が選挙協力を行う要因として、他にどのようなもの

を挙げることができるのか。

選挙前連合は、政党間にイデオロギー的な極化がみられるときに形

成されやすく、個々の政党レベルにおいて、各党間のイデオロギー距

離が離れていたり、議席数に大きな差がみられたりするときに形成さ

れにくい（Golder 2006）。政党システムの極化はもちろんのこと、各党

のイデオロギー距離や強度、規模の差といった点は、政党間競合の特

徴を規定する要因である。それらの点をふまえると、複数政党の協同

と競合との間に何らかのかかわりがみられるのではないかと考えられ

る。

連合政権のモデルは、特にヨーロッパの国において、連合政権の予

測可能性を高めることにつながった。メアは、政党間競合の構造に注

目し、政党システムと政権の予測可能性とのつながりを論じた（Mair 

1997）。メアによれば、政党間競合の構造は閉鎖的なシステムと開放的

なシステムとの二つに分けることができ、政権交代パターン、代替政

権の公式、政権への接近という三つの次元から説明される。

一つ目の次元として挙げられるのは政権交代のパターンであり、「完

全な政権交代」、「部分的な政権交代」、「政権交代なし」の三つが存在

する。完全な政権交代では、ある時点での政権党と反対党とが入れ替

わり、政権党が反対党に完全にとって代わられる。世界的には、政権

党と反対党の顔ぶれが全て入れ替わるような政権交代も珍しくないが、

連合政権が常態化している場合には、組み合わせの変化による政権交
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代もみられる。政権党の一部が入れ替わることは、政党間の組み合わ

せの変化を意味しており、そのような事例を「部分的な政権交代」と

して扱う。ヨーロッパでは、連合政権の組み合わせが増加する傾向に

あり（Katz and Mair 2018=2023）、しばしば政権党の入れ替わりが起きて

いる。三つ目は政権交代が生じないパターンであり、同じ政党ないし

政党群が継続的に政府を形成する。

第二の次元は代替政権の公式であり、政権を担う政党が「ありふれ

た（familiar）もの」か「革新的（innovative）なもの」かを区別する。政

権担当政党が過去にも政権に就いた経験をもつとき、代替政権の公式

は「ありふれたもの」となる。「革新的」な公式では、それまで政権に

就いたことのない政党が政権を担当する。連合政権において、過去に

ない組み合わせがみられるときにも「革新的」な公式となる。

第三の次元は、政権に接近する政党が限定的か分散的かを区別する

ものであり、連合パートナーとして除外される政党がみられるか否か

に焦点を当てる。他の政党から連合パートナーとして常に選択されな

い政党が存在するとき、同党以外の政党が政権を担う。反対に、どの

政党も政権に接近できるとき、政権の公式には複数のパターンが存在

する。

それらの三つの基準により、「閉鎖的」なシステムと「開放的」なシ

ステムの二つのパターンが導き出される。「閉鎖的」なシステムでは、

政権に接近する政党も実際に政権を担当する政党も限定的であり、政

権に就く政党の顔ぶれを予測しやすい。完全な政権交代が生じるか、

あるいは政権交代が全くみられず、政権党はありきたりなものとなる。

それに対し、「開放的」なシステムでは、政権の予測可能性が低く、い

つ、どのような政党が連合を組むかについて見通すことが容易ではな

い。特に、連合政権が定着している場合に、政党の組み合わせにはあ

らゆるパターンがみられるのであり、政権の公式は「革新的なもの」

となる可能性を伴う。

政権交代のパターンと選挙前連合とのかかわりについて、事実上、
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3 　政党間競合の構造と選挙前連合

選挙前連合は、三つ以上の政党が競合する状況でみられる政党間相

互作用である。多党制において、比例性の低い選挙制度が採用されて

いるとき、政党は、選挙連合の形成に関する動機を有する。各党は、

個別に競合して共倒れになることを避けるからである。もっとも、比

例性の低い選挙制度が多党制において必ず政党の連合形成を促進する

のではない。政党が選挙協力を行う要因として、他にどのようなもの

を挙げることができるのか。

選挙前連合は、政党間にイデオロギー的な極化がみられるときに形

成されやすく、個々の政党レベルにおいて、各党間のイデオロギー距

離が離れていたり、議席数に大きな差がみられたりするときに形成さ

れにくい（Golder 2006）。政党システムの極化はもちろんのこと、各党

のイデオロギー距離や強度、規模の差といった点は、政党間競合の特

徴を規定する要因である。それらの点をふまえると、複数政党の協同

と競合との間に何らかのかかわりがみられるのではないかと考えられ

る。

連合政権のモデルは、特にヨーロッパの国において、連合政権の予

測可能性を高めることにつながった。メアは、政党間競合の構造に注

目し、政党システムと政権の予測可能性とのつながりを論じた（Mair 

1997）。メアによれば、政党間競合の構造は閉鎖的なシステムと開放的

なシステムとの二つに分けることができ、政権交代パターン、代替政

権の公式、政権への接近という三つの次元から説明される。

一つ目の次元として挙げられるのは政権交代のパターンであり、「完

全な政権交代」、「部分的な政権交代」、「政権交代なし」の三つが存在

する。完全な政権交代では、ある時点での政権党と反対党とが入れ替

わり、政権党が反対党に完全にとって代わられる。世界的には、政権

党と反対党の顔ぶれが全て入れ替わるような政権交代も珍しくないが、

連合政権が常態化している場合には、組み合わせの変化による政権交
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三つ全てのパターンにおいて政党連合が形成される可能性は否定され

ない。とりわけ、政権党同士および反対党同士による連合は、選挙前

の政治状況を反映する妥当な組み合わせである。興味深い事例となる

のは、政権党の一部と反対党の一部とが次回の選挙において協力関係

を結び、部分的な政権交代につながることである。特定の政権党が

パートナー政党との選挙前連合を選択せず、反対党の一部と協同する

ような状況では、選挙後にどのような政権が発足しようとも、完全な

政権交代ないし部分的な政権交代の生じる可能性が高い。

第二の次元を選挙前連合に援用すると、政党連合が「ありふれたも

の」か「革新的なもの」かを区別できる。選挙前連合では、政権担当

経験の有無を基準とする必要がないため、以前にもみられた組み合わ

せであるのか、それとも新たな組み合わせであるのかを単純に区別す

ることとなる。「ありふれた」連合が閉鎖的なシステムと整合性をもつ

のに対し、「革新的」な連合は、選挙後の政権を「革新的」な公式とす

る可能性を高めるため、開放的なシステムと結びつく。

この点をふまえると、選挙前連合に注目することにより、政権の予

測可能性を高めることができる。選挙後に「革新的」な政権が発足し

たとしても、選挙前連合の時点で既に「革新的」な連合が形成されて

いたならば、選挙に際して政権の顔ぶれを想定しやすくなる。連合政

権はあらかじめ形成されていた選挙前連合にもとづくものが選択され

やすく（Debus 2007）、選挙前連合は、選挙後の政権の組み合わせに関

する複雑さを低減することとなる。

ただし、政党連合が選挙の次元と政権の次元との間で一致するとは

限らない。選挙において「ありふれた」公式でありながら政権の次元

では「革新的」な公式がみられたり、あるいは選挙において「革新的」

な公式でありながら政権において「ありふれた」公式がみられたりす

ることもある。選挙前連合の組み合わせが常に一定であるのか、それ

とも選挙ごとに変化するのかという点は、選挙協力の在り方を整理す

るうえで重要な論点の一つとなる。
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第三の次元は、政権への接近可能性が広範囲に及んでいるのか、一

部の政党に限られているのかという点であり、選挙前連合に直接当て

はめることはできない。しかし、政党がパートナーとしての可能性を

互いに認めているのか、それとも一部の政党を排除しているのかとい

う見方は、選挙前連合の形成においても援用することができる。他党

と協力関係を結ぶことができる政党は、政権追求や政策追求、ならび

に議席の最大化を戦略的に目指すことができるのに対し、他党から拒

否される政党は、常に単独で選挙競合に臨まなければならない。この

点は、政党連合が形成される理由とともに、形成されない理由につい

て考える必要性を示唆している。また、第二の次元と同じように、選

挙の次元と政権の次元とで異なるパターンが存在することにも注目し

なければならない。

政党間競合の構造と選挙前連合とのかかわりは、互いに影響しあう

双方向的な関係にあると考えられる。閉鎖的なシステムであれ、開放

的なシステムであれ、協同と競合とは相互にかかわりあっており、ど

ちらの事象が時系列的に先行するのかについては、どの時点の政党間

相互作用に目を向けるのかによって異なる。別の見方をすると、競合

から協同および協同から競合へのいずれか一方の作用に焦点を絞るこ

ともできる。

閉鎖的なシステムでは、「ありふれた」公式がみられるとともに政権

に接近できる政党が限定されており、政党間競合が何らかの特徴や一

定のパターンを伴うと考えられる。選挙前連合を作る政党は、同じ議

席をめぐって連合パートナーと競合しないことに合意している。選挙

協力は、既存の対立構造にもとづいており、競合的な関係を横断する

ことはない。それゆえ、閉鎖的なシステムでは、政党間競合の在り方

が選挙前連合の形成に影響を与えると考えられる。

開放的なシステムでは、連合政権の予測可能性が低く、選挙前連合

の組み合わせに多様なパターンがみられる。現実政治の文脈において

協力関係への制約が存在するとしても、選挙競合は、直前までに構築
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三つ全てのパターンにおいて政党連合が形成される可能性は否定され

ない。とりわけ、政権党同士および反対党同士による連合は、選挙前

の政治状況を反映する妥当な組み合わせである。興味深い事例となる

のは、政権党の一部と反対党の一部とが次回の選挙において協力関係

を結び、部分的な政権交代につながることである。特定の政権党が

パートナー政党との選挙前連合を選択せず、反対党の一部と協同する

ような状況では、選挙後にどのような政権が発足しようとも、完全な

政権交代ないし部分的な政権交代の生じる可能性が高い。

第二の次元を選挙前連合に援用すると、政党連合が「ありふれたも

の」か「革新的なもの」かを区別できる。選挙前連合では、政権担当

経験の有無を基準とする必要がないため、以前にもみられた組み合わ

せであるのか、それとも新たな組み合わせであるのかを単純に区別す

ることとなる。「ありふれた」連合が閉鎖的なシステムと整合性をもつ

のに対し、「革新的」な連合は、選挙後の政権を「革新的」な公式とす

る可能性を高めるため、開放的なシステムと結びつく。

この点をふまえると、選挙前連合に注目することにより、政権の予

測可能性を高めることができる。選挙後に「革新的」な政権が発足し

たとしても、選挙前連合の時点で既に「革新的」な連合が形成されて

いたならば、選挙に際して政権の顔ぶれを想定しやすくなる。連合政

権はあらかじめ形成されていた選挙前連合にもとづくものが選択され

やすく（Debus 2007）、選挙前連合は、選挙後の政権の組み合わせに関

する複雑さを低減することとなる。

ただし、政党連合が選挙の次元と政権の次元との間で一致するとは

限らない。選挙において「ありふれた」公式でありながら政権の次元

では「革新的」な公式がみられたり、あるいは選挙において「革新的」

な公式でありながら政権において「ありふれた」公式がみられたりす

ることもある。選挙前連合の組み合わせが常に一定であるのか、それ

とも選挙ごとに変化するのかという点は、選挙協力の在り方を整理す

るうえで重要な論点の一つとなる。
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された政党間関係をもとに展開される。どのような連合が形成される

のかは、その時点における政治状況と各党の戦略に左右される。各党

には、どの政党と協同し、どのような連合を形成するのかについて多

くの選択肢が与えられている。選挙競合は、その時々の連合が軸とな

り、開放的なシステムでは、政党間の協力関係が競合の在り方や結果

を左右する。

４ 　総括と今後の課題

本稿では、選挙前連合と政党間競合とのかかわりに注目し、選挙前

連合を考える際の分析視角を検討した。選挙前連合とは、複数の政党

が協調的な戦略を採用することであり、政党間協力における一つの形

態である。政党間の協同を正面からとり上げることにより、競合とは

異なる政党間相互作用の側面に目を向けることができる。さらに、選

挙前連合は、政党間競合がみられるからこそ形成される協力関係であ

り、競合からもたらされる相互作用の一つとして位置づけられる。政

党間の協同と競合については、両者を異なる現象として捉え、個別に

論じることができるとともに、両者のかかわりに目を向けて、二つの

現象の間にみられる相互補完的な関係を論じることも可能である。

政党が得票の最大化を目的とする集団であり、権力を獲得しようと

する組織化された企図であるとする見方において（Schattschneider 

19４2=1962）、選挙前の政党連合については、各党が議席を最大化するた

めの戦略として捉えることができる。政党は、選挙に際して生じる制

度的な障壁を乗り越え、キャンペーン活動に伴うコストを縮小するた

めに、他党と協力的な関係を構築する。選挙前連合には、複数の政党

が協同するという点で連合政権とのつながりがみられる。連合政権を

論じる際には、政権の次元において、政党間の協力関係がどのように

形成されるのかという点に目を向ける。一般に、政党が連合政権を形

成する要因として、政権追求と政策追求という二つの動機を挙げるこ
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とができ、選挙前連合について、それらの見方にもとづく説明が可能

である。

連合政権についての見方は、選挙前連合の形成について示唆的であ

りながら、限界を抱えてもいる。連合政権のモデルは、議席数が確定

した後での政党間の関係に焦点を絞るものであり、選挙前連合を直接

的に説明するものではない。たとえば、最小勝利内閣や過大規模内閣

は、発足した政権を構成する各党の議席数に注目する見方であり、選

挙後の政党間関係を示している。選挙前連合は、議席数が確定してい

ない状況での政党間協力であり、いわば議席数の確定に向けた政党間

関係である。

選挙前連合は、議席数の他に、いつまで続くのかという点も明確に

定めることができない。ある時点での連合政権は、選挙を経て別の政

権にとって代わられる可能性を常に有している。各党は、ある時点に

おける他党との協調的な関係を維持するとは限らない。一時的な政党

連合と継続的な政党連合との違いは、固定的な政党間関係がみられる

のか否かを示している。

政党連合のパターンは、時系列的な違いに加えて、政治過程の諸段

階にも違いがみられる。政党間の協力関係は、政権、議会、選挙とい

う三つの次元において観察されるものであり、政党間の協同が政権の

次元においてみられるとき、選挙の次元においてもみられると決めつ

けることはできない。選挙連合は、議会および政権の次元での連合を

伴うものではなく、他の次元およびその後の協力関係を拘束しない。

時系列的な区分と政治過程の諸段階とを組み合わせることにより、政

党の戦略や相互作用におけるパターンの広がりを捉えることができる。

政治過程の諸段階に注目すると、政権党における協同と反対党にお

ける協同とを区別する視座が得られる。政権党には、政権、議会、選

挙の三つの次元において他党と協同する余地があり、反対党の協力関

係は、議会および選挙の次元に限定される。政党間の協同は三つの次

元において相互にかかわりあうものであるが、直接的な結びつきがみ
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された政党間関係をもとに展開される。どのような連合が形成される

のかは、その時点における政治状況と各党の戦略に左右される。各党

には、どの政党と協同し、どのような連合を形成するのかについて多

くの選択肢が与えられている。選挙競合は、その時々の連合が軸とな

り、開放的なシステムでは、政党間の協力関係が競合の在り方や結果

を左右する。

４ 　総括と今後の課題

本稿では、選挙前連合と政党間競合とのかかわりに注目し、選挙前

連合を考える際の分析視角を検討した。選挙前連合とは、複数の政党

が協調的な戦略を採用することであり、政党間協力における一つの形

態である。政党間の協同を正面からとり上げることにより、競合とは

異なる政党間相互作用の側面に目を向けることができる。さらに、選

挙前連合は、政党間競合がみられるからこそ形成される協力関係であ

り、競合からもたらされる相互作用の一つとして位置づけられる。政

党間の協同と競合については、両者を異なる現象として捉え、個別に

論じることができるとともに、両者のかかわりに目を向けて、二つの

現象の間にみられる相互補完的な関係を論じることも可能である。

政党が得票の最大化を目的とする集団であり、権力を獲得しようと

する組織化された企図であるとする見方において（Schattschneider 

19４2=1962）、選挙前の政党連合については、各党が議席を最大化するた

めの戦略として捉えることができる。政党は、選挙に際して生じる制

度的な障壁を乗り越え、キャンペーン活動に伴うコストを縮小するた

めに、他党と協力的な関係を構築する。選挙前連合には、複数の政党

が協同するという点で連合政権とのつながりがみられる。連合政権を

論じる際には、政権の次元において、政党間の協力関係がどのように

形成されるのかという点に目を向ける。一般に、政党が連合政権を形

成する要因として、政権追求と政策追求という二つの動機を挙げるこ
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られるのは、政権党における政権と議会との関係だけである。

この点は、政党間の協力関係をめぐり、選挙前連合の独自性を強調

する。連合政権では、各党が政権と議会との二つの次元で連携すると

しても、選挙協力を行うか否かは定まっていない。反対党の場合にお

いても、議会で協同しながら選挙で競合する事例を想定できる。政権

党においても反対党においても、選挙の次元における協同は、政権お

よび内閣の次元における連携と直接的な結びつきをもたない。選挙前

連合は、政権および議会での協同と異なる文脈に置かれているのであ

り、各党にとって自律的な戦略である。

選挙前連合は、競合的な選挙に臨む政党の協力関係であり、各党が

競合に向けて協同しうることを示している。政党間の協同と競合との

かかわりに目を向けることは、政党間相互作用における二つの側面の

結びつきを考えることとなる。政党間競合の構造は、閉鎖的なシステ

ムと開放的なシステムとの二つに分類することができ、政権交代パ

ターン、代替政権の公式、政権への接近という三つの次元から説明さ

れる。いずれの点も、選挙前連合を考える際の分析視角として援用す

ることができる。たとえば、第二の次元を選挙前連合に援用すると、

政党連合が「ありふれたもの」か「革新的なもの」かを区別できる。

閉鎖的なシステムと開放的なシステムとの間には、政権の予測可能

性にかかわる違いがみられる。前者は、政権に就くことのできる政党

とそうでない政党とを区別しやすく、予測可能性の高いシステムであ

る。それに対し、後者では多くの政党が政権に接近できるため、どの

政党が政権を担うのかについて見通すことは容易ではない。この点に

関し、選挙協力を行う政党の顔ぶれについても同じ指摘が可能である。

閉鎖的なシステムにおいては、政党連合の顔ぶれを見通しやすく、開

放的なシステムではどのような連合が形成されるのかについて予測し

にくい。

閉鎖的なシステムにおいて連合の顔ぶれを予測しやすいのは、各党

にとって、パートナーとして選択できる政党が限られているからであ
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る。政権でも選挙でも、イデオロギー的に距離を置く政党同士が連合

を形成することはない。政党間における既存の対立構造は、どのよう

な政党連合が形成されるのかに影響を及ぼす。協同と競合とのかかわ

りには、協同が競合に影響するものと競合が協同に影響するものの二

つのパターンがあり、双方向的な関係がみられる。

選挙前連合は、連合政権とも政党間競合とも異なる性格の政党間相

互作用である。政権や政策を左右するという点において連合政権が重

要であるとすれば、選挙前連合についても同じように注目する必要が

ある。また、選挙前連合について、競合とのかかわりに焦点を絞るこ

とによって、政党間相互作用の多様性を明らかにすることが可能であ

る。今後の課題としては、閉鎖的なシステムとして分極的多党制や一

党優位政党制をとり上げたり、開放的なシステムとして穏健な多党制

に着目したりすることが求められる。選挙前連合が注目を集めるよう

になったのは2000年代に入ってからであり、理論的な見方と経験的な

見方のいずれにおいても議論の余地が残されている。選挙前連合を正

面からとり上げて、政党間相互作用を重層的に論じることにより、政

党政治に関する新たな知見を導き出すことができるように思われる。

（ 1 ） 現在の日本では、一般的に「連立政権」という表現を使用するが、本
稿では、coalition の訳語を「連合」とする。

（ 2 ） 政党が政策を実施しようとするとき、政権に就いているか否かは、主
導的な役割を果たすことができるか否かの違いをもたらす。反対党よりも
政権党の方が政策の実現により近い位置づけであることは明白であり、政
党が政策を追求するとしても、その実現方法の一つとして政権獲得が挙げ
られる。それゆえ、政権追求と政策追求とを明確に区別することは困難で
あり（Budge and Laver 1986: ４90）、どちらか一方の視点だけを重視する
ことは適切でない。

（ 3 ） 長期化の範囲はおおよそ三か月未満であり、政権発足までにそれ以上
の期間を要した事例は ５ ％未満にとどまる。

（ ４ ） 他に、かつて連合を組んだことがあるという親しみ（familiarity）が
組閣にかかる期間を短縮する要因の一つとされる。反対に、選挙前連合が
過半数獲得に失敗すると組閣遅延をもたらす事例もみられるという（Bäck 
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られるのは、政権党における政権と議会との関係だけである。

この点は、政党間の協力関係をめぐり、選挙前連合の独自性を強調

する。連合政権では、各党が政権と議会との二つの次元で連携すると

しても、選挙協力を行うか否かは定まっていない。反対党の場合にお

いても、議会で協同しながら選挙で競合する事例を想定できる。政権

党においても反対党においても、選挙の次元における協同は、政権お

よび内閣の次元における連携と直接的な結びつきをもたない。選挙前

連合は、政権および議会での協同と異なる文脈に置かれているのであ

り、各党にとって自律的な戦略である。

選挙前連合は、競合的な選挙に臨む政党の協力関係であり、各党が

競合に向けて協同しうることを示している。政党間の協同と競合との

かかわりに目を向けることは、政党間相互作用における二つの側面の

結びつきを考えることとなる。政党間競合の構造は、閉鎖的なシステ

ムと開放的なシステムとの二つに分類することができ、政権交代パ

ターン、代替政権の公式、政権への接近という三つの次元から説明さ

れる。いずれの点も、選挙前連合を考える際の分析視角として援用す

ることができる。たとえば、第二の次元を選挙前連合に援用すると、

政党連合が「ありふれたもの」か「革新的なもの」かを区別できる。

閉鎖的なシステムと開放的なシステムとの間には、政権の予測可能

性にかかわる違いがみられる。前者は、政権に就くことのできる政党

とそうでない政党とを区別しやすく、予測可能性の高いシステムであ

る。それに対し、後者では多くの政党が政権に接近できるため、どの

政党が政権を担うのかについて見通すことは容易ではない。この点に

関し、選挙協力を行う政党の顔ぶれについても同じ指摘が可能である。

閉鎖的なシステムにおいては、政党連合の顔ぶれを見通しやすく、開

放的なシステムではどのような連合が形成されるのかについて予測し

にくい。

閉鎖的なシステムにおいて連合の顔ぶれを予測しやすいのは、各党

にとって、パートナーとして選択できる政党が限られているからであ
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et al. 202４）。
（ ５ ） デュベルジェは、一時的なものを連合（coalition）、継続的なものを

同盟（alliance）としている。
（ 6 ） 反対党間の協同に関し、会派の形成は明瞭な事例となるが、ここでは

法案の協同提出や採決時の協力的な行動を含むものとする。もっとも、各
党の投票行動が一致したとき、一連の政治過程をたどることによって、積
極的な対応と消極的な対応とを区別することに加え、偶然の結果と意図的
な結果とを区別する必要がある。反対党間の意図的な協同の一例として、
2022年 9 月に実施された国会での首班指名選挙を挙げることができる。同
選挙において、日本共産党は、枝野幸男立憲民主党代表（当時）に投票し
た。
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